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はじめに　　リセットされる分権改革
1． 基本的な方向
· 地方分権改革推進委員会が第３次勧告を決定、首相へ提出

· 新政権の分権改革政策が実質的にスタート　「政治主導型」へ
1 これまでの勧告内容を取捨選択する

2 新しい改革推進組織をつくる

「分権委員会の勧告以上のことをやりたい」（党分権調査会長　８月７日）

「党の基本的考え方に沿ったものは受け止めるが、相容れないものもある」（総務相　９月１７日）

「（地方の）参加なくして決定なし」（９月１７日　総務相）

「必要なもの（組織）はいったんリセットした上で作り変える考え方に立つべき」（官房長官　１０月２日）
· 現行の地方分権改革推進法で定めている「地方分権推進計画の策定」をどうするか
· ２０１０年３月末で設置期限が切れる分権改革推進委員会をどうするか
· 政権公約で示した「国と地方の協議の法制化」をどう実現するか

2． 論点

①　第１次勧告（2008.５.20）

· 重点行政分野（３７項目）の提示→道路･河川の移管、福祉施設の設置基準の条例委任

→改革課題の提示（第２次勧告・第３次勧告で具体化へ）

· 都道府県から基礎自治体への権限移譲　（６１法律・３５０事務）

→事務処理特例条例で実績、市町村合併効果を出す必要

→各省との合意はほとんどない

→民主党政策は「権限と財源を基礎自治体に大幅移譲」

2 第２次勧告（2008.12.07）
· 出先機関の再編　（８府省１５系統の機関のうち９系統を再編統合、１１６の事務を地方移譲）

→組織再編構想も権限移譲も政府内では未調整

→地方移譲に伴う政府の「人材調整準備本部」も休業中

→政府は「年内作成の改革大綱で」と日程を定めただけ

→「国家公務員３．５万人削減」も委員会の概算段階

→民主党政策は「国の出先機関の原則廃止」

3 第３次勧告（2009.10.07）
· 義務づけ・枠づけの見直し（重点の１２２４条項のうち８９２条項を改革）

→規定の廃止または国の基準を参考に自治体が条例化に変更
→内政分野で国の関与方法を変える地方分権改革の本筋
→選択肢（存置・標準・参酌）は示したが政府内調整はこれから
→膨大な法改正作業（政令・省令の改正も）

→民主党政策は「生活に密接な事項は規定廃止か条例委任」

④　税財政改革

· 一括交付金　　→２０１０年度に設計、２０１１年度にスタート

→焦点は配分方法と公共事業補助金（１９兆円の補助金総額のうち４兆円）

· 直轄事業負担金　→維持負担金は２０１０年度から廃止、その後に建設負担金も

→民主党政策は「直轄事業負担金の廃止」

· 揮発油税の暫定税率の廃止　→２０１０年度からか

· 迫られる地方自治体の公共事業行政の改革、見えない地方交付税制度の行方
· 新たな政府税調のスタート　→会長は財務相、会長代行は総務相と国家戦略担当相
⑤　その他
· 道州制　→当面は都道府県の広域連携を重視へ
「近畿の府県で設立する関西広域連合で（地方整備局などの仕事）を全部引き受ければ出先機関廃止問題は直ぐ解決する。原口大臣に『いいじゃないか』と言ってもらったので、プランを提出したい」（橋下大阪府知事　９月２７日）
· 市町村合併　→当面は「さらなる合併推進運動」を停止、いずれ「第２次合併運動」も

· 地方議会・監査委員　→地方自治体に改革を強く要請へ
3． 改革の歴史を振り返る
· ２０００年の地方分権一括法　→官僚機構が合意できる範囲のものはすべて終えた
· 小泉政権の三位一体改革　→政治主導型改革への転換、歴史的な税源移譲、分権より行革

· 安部・福田・麻生の時代　→地方の反乱、官邸の求心力低下、族議員・官僚の抵抗、失速

· 民主党時代　→政治主導の復活　行革のための分権か、地方自治のための分権かの問い

· 分権改革の本流の視点　→旧・地方分権委員会の最終報告（2001.６）が示した６つの課題

1 地方が自由に使える税財源の充実
2 国が自治体の仕事の方法を縛る義務づけの緩和

3 国から地方への権限移譲

4 地方自治制度の再編成

5 住民自治の拡充

6 地方自治に関する憲法規定の強化

「義務づけ・枠づけの改革は、自治体の決定権と執行権の非対応を解決する。建物に例えれば、第１次分権改革で実現した機関委任事務で外壁を壊した。いよいよ建物構造にメスを入れる。これができれば、残された課題は行政任務と課税権の非対応の解消（税源移譲）になる」（神野直彦・地財政審会長）

「自由度拡充路線こそが分権改革の王道だと考える。だが、この路線には致命的な弱点がある。改革によって自治体に生まれる自由を自治体が活用しない限り、改革の効果が全く表れてないという点だ。大半の自治体はこれまで通り通達通知によって事務を処理し続けている」（西尾勝・東京市政調査会理事長）
4． 地方自治体のこれから
· 地方政府に問われる４つの課題
1 地域の課題を直視する（人々は地域でどんな公共サービスを望んでいるのか）

2 地域政策の形成力（地域のニーズをどのような政策として設計するか）

3 政策法務力（構想した政策体系をどのような条例にするか）

4 地方議会の審議力（地域の政治意思をどう統合するか）

· 「国が決めて地方が従う」の政治･行政を転換し、中央政府のあり方を洗い直し、地域に最もふさわしい多様な公共サービスを、「手の届く公共空間」で人々の意思によってつくる

· 中央政府の責任は「官邸主導の政治主導体制」を構築すること

→これまでは各省と族議員と団体が一体になった「縦割りの共同体」で行われてきた
· 地方政府の責任は「人々に信頼される地方政府」を構築すること

→多くの人々は「国だろうが地方だろうが、うまくやってくれればどちらでもいい」「どうせ、地方自治体にも自分たちの声が届かない」と思っている。

· 市町村の責任は「人々の暮らしを支えるための公共サービス」を徹底して構築すること

→「産業構造の転換」「小さくなっていく家族」に着目する必要
→「現金給付が主体」「男性中心の重化学工業時代」の福祉国家モデルから、「女性も男性と同じように働く知識集約型・サービス産業型」の時代にふさわしく、「現金給付と現物サービス給付の両建て」でつくる「ポスト福祉国家」のモデルを
→女性が家族内で担ってきた子育て・介護は地域で担う

→どんな現物サービスのあり方が地域に最もふさわしいか、地域が考えて選択できるために、地方自治体に自由と力を与えるのが地方分権改革
→人々が安心して子供を産み、働き、老後を迎えられるための維持可能な地域を
→「この街に住んでよかった、いつまでも住みつづけられるように」
· 都道府県の責任は、「市町村の自立を徹底的に支援する資金と人間の補完」と「県境を越えた圏域全体の課題解決を図る」こと
→国交省や農水省が着目する小規模市町村の地域支援補助金をどう考えるか

→圏域全体で資金が循環するプログラムを　道州制の必要性が足元から湧き上がるように
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